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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第108期

第２四半期連結
累計期間

第108期
第２四半期連結
会計期間

第107期

会計期間
自 平成20年４月１日
至 平成20年９月30日

自 平成20年７月１日
至 平成20年９月30日

自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日

売上高（百万円） 35,068 18,856 68,497

経常利益（百万円） 1,275 634 2,566

四半期（当期）純利益（百万円） 641 365 1,337

純資産額（百万円） － 18,798 18,777

総資産額（百万円） － 56,412 55,444

１株当たり純資産額（円） － 395.94 395.46

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
13.67 7.79 29.49

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期） 純利益金額（円）
－ － 29.41

自己資本比率（％） － 32.9 33.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,640 － 4,414

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,096 － △6,385

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△587 － 3,396

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ 4,993 5,051

従業員数（人） － 2,210 2,201

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれていない。

　　　　３．第108期第２四半期連結累計期間、第108期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載していない。

　　４．当社の連結財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については従来、千円単位（千円未満四捨五　

　　　　入）で記載していたが、第１四半期連結会計期間より百万円単位（百万円未満切捨て）で記載することに変

        更した。

　　　　なお、比較を容易にするため、前連結会計年度についても百万円単位（百万円未満切捨て）に組替え表示し

　　　　ている。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な

変更はない。また、主要な関係会社についても異動はない。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 2,210  

　（注）　従業員数は、就業人員である。

(2）提出会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 660  

　（注）　従業員数は、就業人員である。

EDINET提出書類

日本輸送機株式会社(E02136)

四半期報告書

 3/23



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円）

産業車両部門 13,188

物流システム部門 2,114

その他部門 518

合計 15,822

　（注）１．金額は、販売価格によっている。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。

(2）受注実績

　当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 受注残高（百万円）

産業車両部門 13,590 6,774

物流システム部門 2,800 2,514

その他部門 517 750

合計 16,908 10,039

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円）

産業車両部門 14,139

物流システム部門 3,874

その他部門 842

合計 18,856

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれていない。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものである。

　

(1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、米国金融システム不安が世界経済へ波及した影響により、輸

出の不振、設備投資の抑制など、景気の後退局面入りが鮮明となってきた。

　このような経済環境下、当社グループはバッテリーフォークリフト専業の強みに加え、保管・搬送の複合システム

技術を生かした商品の提供、また、顧客満足を優先させたサービスの提供など、顧客ニーズに沿った商品開発や販売

促進を進めてきた。

　国内では景気の先行き不安からの投資手控えや延期の動きが見られたものの、ロシア向けを中心とした輸出の増

加が寄与した結果、当第２四半期連結会計期間は売上高188億５千６百万円の売上高となった。

　利益面については、鉄鋼等材料の値上げなどの影響を受け、営業利益は６億７千３百万円、経常利益は６億３千４

百万円、四半期純利益は３億６千５百万円となった。

　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。

 [産業車両部門]

　国内のフォークリフト需要は前年同期比1.0％の微減となったが、環境配慮の面から、当社主力商品であるバッテ

リーフォークリフト市場は前年同期比3.3％の増加となり、当社グループもその追い風に乗って国内での売上は同様

に増加した。また、輸出もアジア地域への拡販戦略やロシアなどの新規市場開拓が功を奏した結果、当部門の売上高

は141億３千９百万円となった。損益面については、増収効果があったものの、鉄鋼等材料費アップ分の販売価格転

嫁が一部に止まった結果、営業利益は９億４千１百万円となった。

 [物流システム部門]

  物流システム部門では、長納期の大型物件の納入があり、38億７千４百万円の売上高となった。また、損益面では

競合他社との価格競争もあったものの営業利益は２億２千１百万円となった。　

 [その他部門]

　その他部門は、巻取機製品が第２四半期連結会計期間において増収となった結果、当部門の売上高は８億４千２百

万円、営業利益は４千４百万円となった。

  次に所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。

 [日本]

　国内は環境配慮からフォークリフトのバッテリー化の追い風等により、売上高は167億９千８百万円となったが、

素材費高騰や市場価格下落により営業利益は11億５千９百万円となった。

 [その他の地域]

　主に中国、東南アジア、ヨーロッパであるが、アジア地域への拡販戦略やロシアなどの新規市場開拓が功を奏し、売

上高は20億５千７百万円、営業利益は４千７百万円となった。

(2）キャッシュ・フローの分析

　営業キャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益５億９千４百万円、減価償却費６億９千万円及び売上債権

の増加12億７百万円等により１億４千２百万円の資金増加となった。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出４億５千２百万円等により５億８千１百

万円の資金減少となった。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払３千万円等により４千４百万円の資金減少となった。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の期末残高は、49億９千３百万円となり前第１四

半期連結会計期間末に比べ４億６千４百万円減少した。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

　に生じた課題はない。
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(4）研究開発活動

　　当第２四半期連結会計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、１億６千３百万円である。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 140,000,000

計 140,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末　
現在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 46,977,832 46,977,832

東京証券取引所

市場第一部

大阪証券取引所

市場第一部

－

計 46,977,832 46,977,832 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はない。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はない。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式　
総数増減数
（株）

発行済株式　
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金　
増減額
（百万円）

資本準備金　
残高

（百万円）

平成20年７月１日～

平成20年９月30日
－ 46,977,832 － 4,890 － 3,299
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

三菱重工業株式会社 東京都港区港南２丁目16－５ 9,400 20.01

株式会社ジーエス・ユアサ パワー

サプライ
京都市南区吉祥院西ノ庄猪之馬場町１ 4,701 10.01

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 3,421 7.28

明治安田生命保険相互会社

（常任代理人）

資産管理サービス信託銀行株式会社

　

東京都千代田区丸の内２丁目１－１

　

東京都中央区晴海１丁目８－12晴海アイラ

ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟

2,765 5.89

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社
東京都港区浜松町２丁目11－３ 2,193 4.67

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 1,853 3.94

日興シティ信託銀行株式会社（投信

口）

東京都品川区東品川２丁目３－14シティグ

ループセンター
1,494 3.18

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,363 2.90

株式会社京都銀行

 （常任代理人）

資産管理サービス信託銀行株式会社

　

京都市下京区烏丸通松原上ル薬師前町700

　

東京都中央区晴海１丁目８－12晴海アイラ

ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟

1,301 2.77

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号日本

生命証券管理部内
955 2.03

計 － 29,447 62.68

　（注）１．所有株式数の千株未満は切り捨てて表示している。

２． 日本マスタートラスト信託銀行株式会社 2,193千株の内訳

　 ・退職給付信託口 島津製作所口 1,369千株

　 ・信託口 　 424千株

　 ・退職給付信託口  大日本塗料口 400千株

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       69,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   46,768,000 46,768 －

単元未満株式 普通株式      140,832 －
１単元（1,000株）未

満の株式

発行済株式総数 46,977,832 － －

総株主の議決権 － 46,768 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれている。また、「議

決権の数」欄には、証券保管振替機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれている。
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②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

北関東ニチユ㈱
栃木県宇都宮市中

島町527
5,000 －　 5,000 0.01

日本輸送機㈱
京都府長岡京市東

神足２丁目１－１
64,000 － 64,000 0.14

計 － 69,000 －　 69,000 0.15

　（注）日本輸送機㈱名義64,000株の内訳は、単元未満株式の取得分が58,000株、単元未満株式の買増制度にかかる証券保

管振替機構への預託分が6,000株である。

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

平成20年
５月

平成20年
６月

平成20年
７月

平成20年
８月

平成20年
９月

最高（円） 338 408 410 330 325 295

最低（円） 295 315 315 295 286 255

　（注）　株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものである。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりである。

　役職の異動

氏名 新役職名 旧役職名 異動年月日

天野　昭雄

専務取締役 専務取締役

平成20年11月１日
国内営業・サービス統括

国内営業・サービス統括

総務担当

板谷　喜一

常務取締役 常務取締役

平成20年11月１日経営企画・総務・人事担当

経営企画室長

経営企画・人事担当

経営企画室長
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

（1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年　　

　内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。　

（2）当社の連結財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については従来、千円単位（千円未満四捨五入）　

　で記載していたが、第１四半期連結会計期間より百万円単位（百万円未満切捨て）で記載することに変更した。

　　なお、比較を容易にするため、前連結会計年度についても百万円単位（百万円未満切捨て）に組替え表示してい　

　る。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,993 5,051

受取手形及び売掛金 18,571 18,139

商品及び製品 2,263 2,054

仕掛品 2,026 1,780

原材料及び貯蔵品 907 899

その他 2,132 1,466

貸倒引当金 △85 △90

流動資産合計 30,809 29,301

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 5,914

※1
 5,956

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 5,236

※1
 5,389

土地 4,284 4,273

その他（純額） ※1
 1,418

※1
 1,762

有形固定資産合計 16,854 17,382

無形固定資産 140 136

投資その他の資産

投資有価証券 5,754 5,924

その他 2,901 2,736

貸倒引当金 △49 △37

投資その他の資産合計 8,606 8,623

固定資産合計 25,602 26,142

資産合計 56,412 55,444
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 18,236 17,798

短期借入金 6,192 6,731

未払法人税等 669 208

賞与引当金 1,073 1,118

役員賞与引当金 55 81

受注損失引当金 4 9

その他 2,707 2,771

流動負債合計 28,940 28,718

固定負債

長期借入金 1,215 792

退職給付引当金 6,867 6,885

役員退職慰労引当金 246 223

その他 343 47

固定負債合計 8,673 7,948

負債合計 37,613 36,667

純資産の部

株主資本

資本金 4,890 4,890

資本剰余金 3,299 3,299

利益剰余金 9,029 8,857

自己株式 △31 △31

株主資本合計 17,188 17,016

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,384 1,487

為替換算調整勘定 1 47

評価・換算差額等合計 1,385 1,535

少数株主持分 224 225

純資産合計 18,798 18,777

負債純資産合計 56,412 55,444
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 35,068

売上原価 27,537

売上総利益 7,531

販売費及び一般管理費 ※1
 6,409

営業利益 1,121

営業外収益

受取利息 12

受取配当金 37

為替差益 54

持分法による投資利益 23

その他 92

営業外収益合計 220

営業外費用

支払利息 46

その他 20

営業外費用合計 66

経常利益 1,275

特別利益

固定資産売却益 6

特別利益合計 6

特別損失

固定資産処分損 65

投資有価証券評価損 1

減損損失 21

特別損失合計 88

税金等調整前四半期純利益 1,193

法人税、住民税及び事業税 566

法人税等調整額 △33

法人税等合計 532

少数株主利益 19

四半期純利益 641
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 18,856

売上原価 14,958

売上総利益 3,898

販売費及び一般管理費 ※1
 3,225

営業利益 673

営業外収益

受取利息 8

受取配当金 2

持分法による投資利益 9

その他 48

営業外収益合計 68

営業外費用

支払利息 22

為替差損 67

その他 16

営業外費用合計 106

経常利益 634

特別利益

固定資産売却益 5

特別利益合計 5

特別損失

固定資産処分損 22

投資有価証券評価損 1

減損損失 21

特別損失合計 45

税金等調整前四半期純利益 594

法人税、住民税及び事業税 33

法人税等調整額 186

法人税等合計 219

少数株主利益 9

四半期純利益 365
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,193

減価償却費 1,348

賞与引当金の増減額（△は減少） △44

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △25

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 23

退職給付引当金の増減額（△は減少） △17

受取利息及び受取配当金 △49

支払利息 46

売上債権の増減額（△は増加） △309

たな卸資産の増減額（△は増加） △485

仕入債務の増減額（△は減少） 499

その他 △457

小計 1,721

利息及び配当金の受取額 49

利息の支払額 △46

法人税等の支払額 △84

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,640

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △965

有形固定資産の売却による収入 10

投資有価証券の取得による支出 △5

長期貸付けによる支出 △130

その他 △6

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,096

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △7

長期借入れによる収入 663

長期借入金の返済による支出 △770

自己株式の取得による支出 △0

配当金の支払額 △467

その他 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △587

現金及び現金同等物に係る換算差額 △15

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △58

現金及び現金同等物の期首残高 5,051

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 4,993

EDINET提出書類

日本輸送機株式会社(E02136)

四半期報告書

16/23



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として個別

法または総平均法による原価法によっていたが、第１四半期連結会計期

間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平

成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として個別法または総平

均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）により算定している。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金

等調整前四半期純利益は、それぞれ71百万円減少している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。

(2)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の

　

　取扱い」の適用

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会

社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年

５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っている。

　なお、これにより当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び

税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微である。

(3)リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっていたが、「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会

第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））

が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務

諸表から適用することができることになったことに伴い、第１四半期連

結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会

計処理によっている。

　また、借主としての所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用している。これによる当第２四半期連

結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影

響はない。

　更に、貸主としての所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の売買取引に係る会計処理としてリース取引開始日に売上高と

売上原価を計上する方法を採用している。これにより当第２四半期連結

累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それ

ぞれ67百万円増加している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。

　また、リース取引開始日が平成20年４月１日前の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理を適用している。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、29,712百万円で

ある。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、29,184百万円で

ある。

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日　　至　平成20年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次の通りである。

給料賃金 1,927百万円

賞与引当金繰入額 409百万円

役員賞与引当金繰入額   55百万円

退職給付費用   195百万円

役員退職慰労引当金繰入額   39百万円

減価償却費   153百万円

試験研究費    341百万円

貸倒引当金繰入額    10百万円

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日　　至　平成20年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次の通りである。

給料賃金         930百万円

賞与引当金繰入額    194百万円

役員賞与引当金繰入額   28百万円

退職給付費用   103百万円

役員退職慰労引当金繰入額   19百万円

減価償却費   79百万円

試験研究費    163百万円

貸倒引当金繰入額    16百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日　　至　平成20年９月30日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記され

　　　ている科目の金額との関係（平成20年９月30日現在）

　 　現金及び預金勘定      4,993百万円 　

　 　現金及び現金同等物      4,993百万円 　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  46,977,832株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  66,539株

３．配当に関する事項

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 469 10 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金

（セグメント情報）
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【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
産業車両部
門　　　（百
万円）

物流システ
ム部門
（百万円）

その他部門
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社　　　（百
万円）

連結
（百万円）

  売上高       

  (1)外部顧客に対する売上高 14,139 3,874 842 18,856 － 18,856

  (2)セグメント間の内部売上

高または振替高
－ － － － （－) －

  　　計 14,139 3,874 842 18,856 　　　（－) 18,856

営業利益 941 221 44 1,206 (533) 673

　      当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
産業車両部
門　　　（百
万円）

物流システ
ム部門
（百万円）

その他部門
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社　　　（百
万円）

連結
（百万円）

  売上高       

  (1)外部顧客に対する売上高 27,580 6,078 1,410 35,068 － 35,068

  (2)セグメント間の内部売上

高または振替高
－ － － － 　　　（－) －

  　　計 27,580 6,078 1,410 35,068 　　　（－) 35,068

営業利益 2,097 5 88 2,191 (1,069) 1,121

１．事業区分の方法

当社グループの事業を製品・商品の種類別等の類似性を総合的に判断して区分している。

但し、販売部品は、各事業区分所属の主要な製品・商品に使用された保守販売部品にそれぞれ所属させている。

２．各事業区分の主要な製品・商品

事業区分 主要な製品・商品

産業車両部門 バッテリーフォークリフト・バッテリー機関車等、同保守販売部品

物流システム部門 無人搬送システム・自動倉庫等、同保守販売部品

その他部門 床面清掃機・床面洗浄機・巻取装置等、同保守販売部品

３．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の管理部門に係る費用であ

る。

４．会計方針の変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

   　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」会計処理基準に関する事項の変更(1)に記載

のとおり、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７

月５日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利

益は、「産業車両部門」で71百万円減少している。

　（リース取引に関する会計基準）

   　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」会計処理基準に関する事項の変更(3)に記載

のとおり、第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」」（企業会計基準第13号（平成５年６月

17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日

改正））を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利

益は、「産業車両部門」で67百万円増加している。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
日本

（百万円）
その他の地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

  (1)外部顧客に対する売上高 16,798 2,057 18,856 － 18,856

  (2)セグメント間の内部売上

高または振替高
1,226 212 1,439 (1,439) －

  　　計 18,025 2,270 20,296 (1,439) 18,856

営業利益 1,159 47 1,206 (533) 673

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
日本

（百万円）
その他の地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

  (1)外部顧客に対する売上高 31,358 3,709 35,068 － 35,068

  (2)セグメント間の内部売上

高または振替高
2,517 420 2,938 (2,938) －

  　　計 33,875 4,130 38,006 (2,938) 35,068

営業利益 2,132 58 2,191 (1,069) 1,121

　（注）１．本邦以外の各セグメントの売上高が全セグメントの売上高合計の10％未満であるため、国又は地域ごとにセ

グメントを区分していない。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の主な内訳は次のとおりである。

　　その他の地域-------中国、東南アジア、ヨーロッパ

３．営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の管理部門に係る

費用である。

４．会計方針の変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」会計処理基準に関する事項の変更(1)

に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号

　平成18年７月５日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連

結累計期間の営業利益は、「日本」で65百万円、「その他の地域」で6百万円減少している。

　（リース取引に関する会計基準）

   　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」会計処理基準に関する事項の変更(3)

に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」」（企業会計基準第13号

（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委

員会）、平成19年３月30日改正））を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当

第２四半期連結累計期間の営業利益は、「日本」で67百万円増加している。
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【海外売上高】

　　　　当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

Ⅰ．海外売上高（百万円） 2,774

Ⅱ．連結売上高（百万円） 18,856

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
14.7

　  

　　　　当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

Ⅰ．海外売上高（百万円） 5,029

Ⅱ．連結売上高（百万円） 35,068

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
14.3

　  

（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　２．各セグメントの売上高が連結売上高の10％未満であるため、国又は地域ごとのセグメントに

　　　区分けしていない。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 395.94 円 １株当たり純資産額 395.46 円

２．１株当たり四半期純利益金額

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 13.67 円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在していないため記載していない。　

１株当たり四半期純利益金額 7.79 円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在していないため記載していない。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りである。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

四半期純利益金額（百万円） 641 365

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 641 365

普通株式の期中平均株式数（千株） 46,911 46,910

２【その他】

該当事項はない。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 　 　 　

　 　 　 平成20年11月７日

日本輸送機株式会社 　 　 　

　 取締役社長 裏辻　俊彦　殿 　

　 監査法人トーマツ 　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 安藤　泰蔵　　印

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 中山　聡　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本輸送機株式会社

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本輸送機株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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